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収益認識プロジェクト －  
コンシューマー・ビジネス業界の会計に関す

る最新情報 

2011年 4月から 6月にかけて、国際会計基準審議会（IASB）および米国財務
会計基準審議会（FASB）の両審議会は、収益認識プロジェクトの議論を継続
し、多くの暫定的な決定を行った。そのうちのいくつかは、昨年公表された公開

草案（ED）における提案とは異なるものであった。特に、両審議会は、財務諸
表の開示および経過措置に関して暫定的な決定に達し、契約コストに関する

以前の暫定的な決定を修正した。これらは、コンシューマー・ビジネス業界のコ

メント提出者が本 EDに関するコメント・レターにおいて懸念を示したトピックの
うちのいくつかであった。さらに、両審議会は、一般のコメントを募集するため

に暫定的な決定を再公開することを決定した。デロイトのコンシューマー・ビジ

ネス業界に関する一連の「Industry Insights」シリーズの第 2部として、これら
のトピックと暫定的な決定がコンシューマー・ビジネス業界に及ぼす影響の可

能性について検討する。 

  
契約コスト 

本EDは、契約コストが他の IFRSに従って資産を生じさせる場合、または契約
コストが契約に直接関連し、将来、履行義務を充足するために使用される企業

の資源を創出し（または価値を増加させ）、かつ回収が見込まれる場合にのみ、

契約コストを資産化することを要求している。したがって、販売、マーケティング、

宣伝および交渉のコストといった顧客との契約を獲得するために支払われた

金額は、発生時に費用として認識される。 

コメント提出者は、どのようなコストが資産化できるのかが明確でなく、両審議

会はこの点を明確にすべきであると提案した。 

2011年 2月に、両審議会は見解を変更し、「増分（incremental）」であるとみな
され、かつ回収が見込まれるコストを資産化することを暫定的に決定した。「増

分コスト」とは、契約を獲得しなかったならば発生しなかった、契約の獲得に直

接起因するコストである（例：販売コミッション）。 
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さらに、2011年 5月に、予想される契約期間が 1年以内である契約に対する
契約獲得コストを（資産化するのではなく）期間費用として認識することを認め

ることを暫定的に決定した。両審議会は、資産化された契約獲得コストを、当

該資産が関連する財またはサービスの移転のパターンと整合する規則的な方

法で償却すべきことを暫定的に決定し、これには当初の契約において約束さ

れた財またはサービスのパターンを超えるもの（例：契約更新期間）を含む場

合がある。両審議会は、同一の顧客と契約が更新されることを示す十分な実

績を企業が証明した場合にのみ、企業に当初の契約期間を超えた予想を認め

ることを支持した。 

暫定的な決定は、資産化が可能な獲得コストを明らかにしており、いくつかの

種類の獲得コスト（例：マーケティング費用および販売費用）を発生時に費用化

することを要求する一方、その他の種類の獲得コスト（例：販売コミッション）を

資産化することを要求する。コンシューマー・ビジネス業界のコメント提出者は、

契約期間が 1年以内の短期の契約に関する獲得コストに関する会計方針も決
定する必要がある。 

 

設例 

ある企業は、既存顧客との契約の獲得に関連する販売コミッションを負担す

る。この契約の期間は 2年間であり、顧客の選択で、契約をさらに 2年間更新
することができる。この企業は、当該顧客およびその他の顧客との間で、過去

において同様の契約を締結しており、契約が更新されることを示す十分な過去

の実績を有していると考えている。サービスは、顧客に対して契約期間にわた

り比例的に提供され、この契約は、既に発生した、または発生すると予想される

契約関連のすべてのコストを回収するのに十分なキャッシュ・フローを生成する

ことが予想されている。この状況においては、販売コミッションは、契約の獲得

に直接関連し、将来キャッシュ・フローにより回収可能であるので、資産化が可

能である。当該資産は 4年間にわたって比例的に償却されることになる。なぜ
なら、企業の過去の実績が、顧客が契約を更新するであろうことを示している

からである。 

 

開示 

本 EDは、契約に関する詳細な定量的と定性的情報、および本提案を契約に
適用するにあたり行った重要な判断を開示することを企業に対して要求する。

本 EDは、企業に対して少なくとも、区分に分解された収益、契約残高の調整
表、未履行義務についての満期分析を含む企業の履行義務の説明、不利な

履行義務について認識された負債を提供することを要求する。 

開示目的に関しては、コンシューマー・ビジネス業界からの一般的な支持は得

られたが、多くのコメント提出者は、開示の水準および提案された開示のすべ

てに同意しなかった。さらに、コメント提出者は、開示について明確性が欠ける

ことは、企業が要求されている以上に多くの情報を開示することにつながるお

それがあることを懸念した。コメント提出者は、開示は強制ではなく、経営者の

ために考慮すべき可能性のある開示の指標となるリストとして表示されること

を提案した。またコメント提出者は、提案された開示のいくつかは特定の業界

で事業を営む企業の財務諸表利用者に対してのみ有用な情報を提供する場

合があることも指摘し、開示のベネフィットが、システムやデータの準備および
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検証の観点と同様に監査の観点からもコストを上回るものであるかどうか疑問

を呈した。 

例えば、受注残高（backlog）の開示は、一般的に、建設、エンジニアリングま
たはアウト・ソーシング業界などにおける長期の契約を有する企業についての

有益な情報を提供するものと考えられる。しかしながら、多くのコメント提出者

は、このような情報は、主として短期間の契約を締結するコンシューマー・ビジ

ネスを営む企業の財務諸表利用者に対しては目的適合性が少ないと考えた。

さらにコメント提出者は、提案された開示のうちのいくつかは、IFRS第 8号「事
業セグメント」で要求されるセグメント報告の開示のように、他の開示要求と重

複する可能性があることも指摘した。 

両審議会は、本 EDの第 69項から第 83項で提案された開示を維持すること
を暫定的に決定したが、以下の部分を明確にし、変更する。 

収益の分解において、 

 分解される可能性のある区分の追加的な例示を含める（例：契約期間、

移転時期および販売チャネル）が、企業がどのように収益を分解しなけ

ればならないかは定めない。 
 本 EDで説明されている分解の目的を満たすために必要であるならば、

収益を分解するために複数の区分を使用することを企業に対して要求す

る。 
 顧客の信用リスクを原因として発生する予想減損損失の分解は企業に

要求しない。 
 包括利益計算書の本体と財務諸表の注記のいずれかで収益を分解する

ことを企業に認める。 

契約資産および契約負債の表示について、 

 財政状態計算書の独立した表示項目として正味の契約資産および正味

の契約負債の表示を要求する。 
 財務諸表本体または財務諸表の注記において、契約資産および売掛金

についての追加的な詳細事項の提供を認める。 
 対価に対する条件付権利および無条件の権利を区別するための十分な

情報を財務諸表利用者が入手可能であることを前提に、契約資産およ

び契約負債の残高の表記にあたり、財政状態計算書上の「契約資産」ま

たは「契約負債」以外の表示名の使用を認める。 
 期間中の契約資産および契約負債の調整表を要求する。 

期末時点の残存履行義務に関連して、 

 提案されたモデルで決定された取引価格に基づき、当初の予想契約期

間が 1年超である契約の残存履行義務の満期分析を要求する。 

契約獲得コストおよび履行コストから発生する資産に関連して、 

 主要な分類ごとに、期首と期末の顧客との契約の獲得コスト、履行コスト

から生じる資産の帳簿価額の調整表を要求し、増加、償却、減損および

減損損失の戻入についての別個の開示を要求する。 

特定の開示要求を明確化する両審議会の暫定的な決定は、コンシューマー・

ビジネス業界のコメント提出者から提起された懸念のいくらかを緩和するであ

ろう。しかし、要求される開示はコストがかかり導入が難しいというコンシューマ
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ー・ビジネス業界の懸念の多くは残り続ける。提案された開示要求に従うため

に、必要な情報を収集するための内部システムやプロセスの変更が必要な場

合がある。 
 

経過措置 

本EDは、IAS第8号「会計方針、会計上の見積りの変更および誤謬」に従い、

新基準書を遡及適用することを要求する。 

コンシューマー・ビジネス業界のコメント提出者の過半数は、遡及適用は利用

者に対して有用な趨勢情報と比較可能性のある情報を提供するが、提案され

たモデルの遡及適用はコンシューマー・ビジネス業界においては、実行可能な

ものではないことを指摘した。なぜなら少なくとも3年間にわたり、非常に多くの
取引の評価が要求されるためである。さらに、コメント提出者は、彼らのシステ

ムが、提案されたモデルで要求されるデータ（例：サービスを分離し、サービス

の公正価値を見積るために必要な過去の実績情報）を収集するよう設定され

ておらず、適切な手続きの導入は、多くの時間と法外な費用がかかることも指

摘した。 

コメント提出者は、EDは遡及適用と将来に向かっての適用の選択を企業に委

ねるべきだが、将来の基準書を将来に向かって適用する企業からは説明を要

求するべきであると考えた。 

2011年 6月、両審議会は、企業は完全遡及アプローチの適用と以下の軽減

措置を条件とする遡及アプローチのいずれかの採用により収益基準書を適用

することを暫定的に決定した。 

 過去の同一の会計期間に開始し、終了した契約で修正再表示すべきも

のについて、修正再表示を要求しない。 
 変動する対価の見積りにあたり、後知恵(hindsight)の使用を認める。 
 過去の期間に費用として認識された履行コストおよび契約獲得コストを

資産として認識することを要求しない。 
 不利な契約負債が過去に認識されていない限り、比較期間については

不利テストの実施を要求せず、発効日にのみ不利テストを要求する。 
 適用初年度には、過去の期間に係る残存する履行義務の満期分析の開

示を要求しない。 

両審議会は、企業が上記の軽減措置を除いて基準書を遡及的に採用する場

合、どの軽減措置を企業が採用し、それらの軽減措置を採用することによって

想定される影響の定性的評価を提供することが要求されることも暫定的に決

定した。 

新基準書の完全遡及適用からの軽減措置を含む暫定的な決定は、コンシュー

マー・ビジネス業界からの懸念を緩和するものとなるであろう。しかしながら、

軽減措置の利用が可能であっても、収益基準書を適用するためにはかなりの

コストと労力が要求される。 
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暫定的な決定の再公開 

両審議会は、暫定的な決定を 2011年の第 3四半期に再公開することを暫定
的に決定した。コメント募集期間は 120日間である。両審議会は、再公開草案
全体の理解可能性、明瞭性、運用可能性および表現（パラグラフの相互関係

を含む）について関係者よりコメントを募集する予定である。 

両審議会は、改訂された要求に対して、関係者がコメントをする機会を与えら

れていなかった以下の 4つの特定の分野についてのコメントを募集することを
暫定的に決定した。 

 履行義務が連続的に充足される場合の決定（すなわち、支配およびサー

ビスに係る懸念に対処するための追加的ガイダンス） 

 信用リスクの影響を収益の近くに表示すること 

 （取引価格を合理的に見積ることができる金額に制限するのではなく、）

認識される累積的な収益の金額を、合理的に保証される金額に制限す

ること 

 不利テストを長期間にわたって充足される履行義務に適用すること 

デロイトは、両審議会により重要な決定が行われる時には、定期的なアップデ

ートを提供する。 
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